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安
倍
首
相
の
意
向
を
受
け

て
、
政
府
税
制
調
査
会
は
６

月
27
日
、
法
人
税
改
革
の
提

言
を
発
表
し
た
。
そ
れ
に
よ

る
と
、
第
１
の
目
的
は
「
わ

が
国
企
業
の
競
争
力
を
強
化

す
る
た
め
に
税
率
を
引
下
げ

る
こ
と
」
だ
と
あ
か
ら
さ
ま

に
主
張
し
て
い
る
。
さ
ら
に

第
２
の
目
的
と
し
て
「
一
部

税
）
の
「
外
形
標
準
課
税
」

の
拡
大
だ
。
現
在
、
資
本
金

１
億
円
超
の
大
法
人
に
課
税

さ
れ
て
い
る
外
形
標
準
課
税

を
、
資
本
金
１
億
円
以
下
の

中
小
法
人
に
も
拡
大
す
る
と

い
う
案
だ
。
大
法
人
３
万
社

か
ら
、
中
小
法
人
２
４
８
万

規
模
な
ど
「
所
得
以
外
の
外

形
基
準
」
に
課
税
す
る
も
の

だ
。
具
体
的
に
は
、
資
本

金
、
給
料
総
額
や
支
払
利

息
、
賃
借
料
の
金
額
に
税
率

を
か
け
て
課
税
す
る
。
そ
の

会
社
が
黒
字
で
あ
る
か
、
赤

字
で
あ
る
か
に
関
係
な
く
資

と
、
赤
字
の
中
小
企
業
に
も

税
金
が
発
生
す
る
。

　

さ
ら
に
提
言
は
５
兆
円
の

法
人
税
引
き
下
げ
の
財
源

に
、
所
得
税
、
消
費
税
、
地

方
税
の
増
税
の
可
能
性
を
示

唆
し
て
い
る
。
さ
ら
な
る
消

費
税
増
税
で
穴
埋
め
さ
れ
る

社
へ
と
課
税
を
拡
大
す
る
こ

と
を
意
味
す
る
。
医
療
法
人

の
場
合
、
現
在
は
資
本
金
の

金
額
に
か
か
わ
ら
ず
、
外
形

標
準
課
税
の
対
象
外
と
さ
れ

て
い
る
が
、
注
意
が
必
要

だ
。

　

外
形
標
準
課
税
は
、
事
業

業種 資本金
（万円）

報酬
給与
（万円）

支払
利息
（万円）

賃借料
（万円）

単年度
損益
（万円）

所得所得
金額金額 事業税事業税 改悪後の改悪後の

事業税事業税

運送業Ｓ 500 3949 322 79 △1474

０
円
０
円

11 万円
運送業Ｕ 2000 4267 156 259 △503 19 万円
製造業Ｇ 6600 1億4234 2273 1616 217 94 万円
（注）所得金額はその年度の課税所得金額。Ｇ社は単年度損益が黒字でも、前年度から繰り越し
た赤字分の控除で課税所得はゼロになっている。外形標準課税は①付加価値割（報酬給与＋支払
利息＋賃借料＋単年度損益に課税）②資本割（資本金等の金額に課税）③所得割（所得金額に課
税）の合計

本
金
や
人
件
費
に
税
金
が
か

か
る
。
従
来
、
中
小
企
業

（
資
本
金
１
億
円
以
下
）
の

法
人
事
業
税
は
、
所
得
金
額

に
課
税
さ
れ
て
い
た
。
だ
か

ら
赤
字
法
人
は
事
業
税
は
ゼ

ロ
だ
っ
た
。
し
か
し
、
外
形

標
準
課
税
が
拡
大
さ
れ
る

危
険
性
が
あ
る
。
大
企
業
の

法
人
税
減
税
の
財
源
を
、
庶

民
と
中
小
企
業
に
押
し
付
け

る
な
ど
許
さ
れ
な
い
。
外
形

標
準
課
税
や
消
費
税
10
％
増

税
に
反
対
す
る
動
き
が
、

今
、
全
国
で
広
が
っ
て
い

る
。 

（
お
わ
り
）

す
」
と
明
記
。

「
資
本
金
１
億

円
以
上
の
企
業

が
法
人
税
収
の

６
割
以
上
を
担

っ
て
い
る
」
と

指
摘
し
た
。
つ
ま
り
、
黒
字

大
企
業
の
負
担
は
軽
く
、
資

本
金
１
億
円
以
下
の
赤
字
中

小
企
業
の
負
担
を
重
く
す
る

と
い
う
こ
と
だ
。

　

そ
こ
で
政
府
税
調
が
打
ち

出
し
た
の
が
、
法
人
事
業
税

（
道
府
県
が
課
税
す
る
地
方

の
黒
字
法
人
に
偏
っ
て
い
る

現
在
の
負
担
構
造
を
見
直

外形標準課税が中小企業に拡大されたら所得ゼロでも税金が発生


